「表示」→「見出しマップ」をクリック
０　ウォーミングアップ
００　トピックス
男女共同参画

女性就業率、日本見劣り、ＯＥＣＤ雇用アウトルック、「人的資源を浪費」。

	2008/07/03, 日本経済新聞　朝刊, 5ページ, 　, 557文字


　【パリ＝野見山祐史】経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）は二日、二〇〇八年版の「雇用アウトルック」を公表し、日本の女性や若者の雇用に課題が多いと分析した。特に女性の就業率が学歴の割に低いことについて「貴重な人的資源の大きな浪費だ」と強調し、人口の減少や高齢化に備えて労働力を効率的に活用すべきだと提言した。
　日本の女性の四二・五％は大学などの高等教育を受けている。この割合はＯＥＣＤ平均（二八・五％）を大きく上回り、フィンランドとカナダに次いで高い。だが二十五―五十四歳の就業率は六七％で、スウェーデン、ノルウェーなどの上位国より一五％も低い。同年代の男性就業率（九三％）と比べても、女性の活用の遅れが際立つ。
　ＯＥＣＤは若者が不安定雇用のわなに陥っているとも指摘した。若者の約三分の一は非正規雇用に従事し、職業能力を高める機会が少なく正規雇用に移るのが難しい。終身雇用制が弱まっている上、教育システムと労働市場のニーズにずれが生じていると分析した。
　就労も通学もしていないニートの割合（〇五年）は、日本が八・八％で、一〇％超の米英独仏より低かった。
　一方、日米景気の減速などを反映し、加盟国の雇用指標は〇九年にかけ悪化すると見込んだ。失業率は〇七年実績の五・六％から〇八年五・七％、〇九年六・〇％に悪化すると予測した。

団塊世代（シニア）

外資参入
ゆうちょ銀行

１　制度（ルール）と外部環境

１．１　景気などの外部環境

１．２　制度（ルール）

２　地域金融機関

２．１　貨幣取引・資金調達戦略
２．２　中小企業金融

２．２．１　需要と供給

銀行貸出残高６月１．８％増。

	2008/07/08, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 111文字


　全国銀行協会が七日発表した六月末の預金・貸出金速報によると、全国百二十四行の貸出金残高は四百十六兆七千六十八億円で、前年同月末に比べ一・八％増えた。増加は七カ月連続。住宅ローンが伸びたほか、企業向け大口融資が堅調だった。

2．2．3 信用リスク：新技術活用戦略

不動産担保の種類はきりがないほどふえてきました。

商工中金、加工肉を担保に融資、県内初、信州ハムに２億円。

	2008/07/08, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 270文字


　商工組合中央金庫は七日、食品加工業の信州ハム（長野県上田市、中村幸男社長）に対し、同社製の無添加ハムやソーセージを担保に二億円のコミットメントライン（融資枠）を設定したと発表した。金融機関が加工肉を担保に融資するのは県内初という。
　同社が販売する無添加のハムやソーセージブランド「グリーンマーク」が主な担保対象。無添加商品は「消費者の健康志向の高まりを背景に売り上げが伸びている」（商工中金長野支店）ため、担保価値があると判断した。融資期間は一年間。
　信州ハムは加工肉や総菜などの製造販売を手がける。資金は豚肉などの原材料調達費に充てる。

２．２．４　顧客ロイヤルティ戦略

全支店長、毎朝出迎え、岩手銀、来店客に――月初は頭取も加わる。

	2008/07/01, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 有, 330文字


　岩手銀行は七月一日の「銀行の日」から、本店をはじめ全百十店舗で支店長による顧客の出迎えと見送りを始める。毎月初めには頭取か会長も加わる。とかく堅いイメージが先行しがちな金融機関だが、「あいさつはサービス業の原点」（人事部）として、顧客に親しまれる銀行を目指す。
　支店長による店頭での出迎えは毎朝、営業開始から十分間を予定。来店客に積極的に声を掛け、支店長の顔を覚えてもらうのが狙い。初日は午前九時から、永野勝美会長も本店での出迎えに加わる。店頭に「お客さまへの宣言ポスター」＝写真＝を掲示し、顧客本位の姿勢をアピールする。
　この種の試みは岩手県内の金融機関で初めて。同行人事部は「支店長は日ごろから朝礼であいさつしているので、発声に心配はない」と話している。

２．２．５　再生・創業・拡張戦略

創業支援融資２．７倍、０７年度「農産物担保」も拡大、財務局管内６４金融機関。

	2008/07/02, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 　, 431文字


　東北財務局は一日、管内六十四金融機関について二〇〇七年度の地域経済貢献への取り組み状況をまとめた。創業・新事業支援が実績を伸ばしたほか、農産物などを担保とした資金供給方法の利用が広がっている。ただ、利用者を対象にしたアンケートでは厳しい評価が目立つ。
　〇七年度の創業支援融資は〇六年度比で二・七倍の百三十八億円と伸びた。ビジネスマッチングフェアの開催も積極的で、成約件数は一・五倍に増えた。農産物や水産物などを担保とした新しい資金供給も活発で、岩手県の銀行では地域金融機関では初めてコメを担保とした動産担保融資（ＡＢＬ）を実施した。
　しかし、商工会議所の経営指導員や消費者など計八十七人を対象にした聞き取り調査では、創業・新事業支援や事業再生など全九項目の取り組みについて、「あまり進んでいない」「全く進んでいない」との消極的評価が大勢を占めた。
　同財務局は「景況感の悪化で融資態度が厳しくなっているほか、実績のアピール不足があるのではないか」と分析している。

愛媛―愛媛信金、企業の再生支援（地域金融ダイジェスト）

	2008/07/05, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 212文字


愛媛信用金庫（松山市、山本泰正理事長）は経営難の融資先企業の事業再生に力を入れる。再生計画案の策定を支援するほか、Ｍ＆Ａ（合併・買収）を仲介する。整理回収機構（ＲＣＣ）などと連携を取りながら、対象企業ごとに最適な解決策を探る。地域経済の活性化に加え、同信金の不良債権比率引き下げなど財務体質の改善につなげる。

成功払い型融資を適用。

	2008/07/10, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 　, 196文字


　■中小企業金融公庫東大阪支店　事業の成功度合いに応じて金利が変わる融資制度を適用し、奈良県の中小企業に一千万円を融資した。製缶板金の辻村技研（同県葛城市、辻村勝之社長）が対象で、同社は遠赤外線を使った電気コンロの増産に乗り出す。融資から三年目以降、事業が軌道に乗っているかどうかで金利が動く。
　融資は七年間。当初二年は金利を〇・三％で据え置き、三年目から一・〇五―四・七五％の幅で変化する。

２．２．６　新分野開拓戦略

農業参入促進、山梨中銀が情報提供、来月、甲府でセミナー。

	2008/07/23, 日本経済新聞　地方経済面 (山梨), 25ページ, 　, 298文字


　山梨中央銀行は八月七日、食品スーパーや食品加工会社など地元企業の農業参入を促す「農業参入セミナー」を開く。消費者の国産志向などで農業参入への関心が高まっており、農業界の現状や参入上の課題について情報提供する。新規事業を支援し地域の資金需要を掘り起こす。
　午後二時半から、甲府市のアイメッセ山梨で開催する。農業生産法人サラダボウル（中央市）の田中進社長が農業参入の先行事例やビジネスモデルについて解説する。診断シートを配り、参加者の自己診断で適性を検証する。
　参加は無料で、定員は五十人。食品スーパーや食品加工会社、建設会社など地元企業の経営者の参加を幅広く見込む。反響次第で追加開催も検討する。

２．３　個人金融

千葉興銀、個人向け強化へ改装、まず稲毛支店、個別ブースで相談。

	2008/07/23, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 有, 477文字


　千葉興業銀行は個人向け取引を強化するため店内改装を推進する。二十二日、まず稲毛支店（千葉市）の店内を改装した。資産運用の相談を受け付ける個別の相談ブースを設置したほか、商談用の個室を設けた。今後も年度後半に二店舗を改装する計画だ。
　稲毛支店の店内改装では、壁面に収納スペースを作ることで事務側を削り、ロビー側を拡張した。個人向け取引を強化するためで、投資信託や保険などの資産運用や年金の受け取りなど、顧客相談に応じるための相談ブースを四カ所設置した。これまではガラス板で仕切っていただけだった。
　事業性融資やローンの相談を受け付ける個室を用意。窓口でも個人情報保護に配慮して仕切りを設けたほか、バッグなどを置く手荷物置きも取り付けた。記帳台も丸テーブルから、仕切り付きの机を四台置いた。改装費用は約二千万円。
　同行はこれまで全面的な改装をしてこなかったが、近年の好調な業績を受けて「投資すべきところには投資する」（経営企画部）との姿勢を打ち出している。今後も営業店の改装を継続的に進める。

２．３．１　住宅ローン需要と供給

２．３．２　住宅ローン価格戦略

青森銀行、住宅ローン金利下げ。

	2008/07/05, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 　, 83文字


　■青森銀行　七日から九月三十日までの期間限定で、金利選択型の住宅ローンの金利を引き下げる。基準金利は変更しないが、取引優遇金利を〇・二―〇・五五ポイント引き下げる。

２．３．３　住宅ローンロイヤルティ戦略

福利厚生無料で優待、新規の住宅ローン利用に、常陽銀。

	2008/07/10, , 日本経済新聞　地方経済面 (群馬), 43ページ, 　, 287文字


　常陽銀行は九日、通常の住宅ローン利用者に福利厚生専門会社の優待サービスを無料で付与すると発表した。十四日以降に新規で住宅ローンを申し込んだ人が対象。優待サービスを使えば、ホテルや旅行、育児・介護補助などが割引価格で利用できるようになる。
　優待サービスを提供するのはリラックス・コミュニケーションズ（東京・新宿、越永堅士社長）。同社と提携するホテルや旅行会社が割引の対象になる。住宅ローン利用者はインターネットを通じてサービスを利用できる。
　地方銀行五十六行が参加する「地銀住宅ローン共同研究会」の第二弾の企画商品。横浜銀行や千葉銀行なども十四日から同様のサービスを始める。

住宅ローン顧客優遇、ホテル割引や金利など、千葉銀。

	2008/07/10, , 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 632文字


　千葉銀行は十四日から、同行の住宅ローンを利用する顧客を対象に三つの優遇サービスを始める。既存の利用者との取引関係を強化する狙い。ホテルやリゾート施設で使える優待や割引などの非金融サービスに加え、リフォームローンなど各種ローン金利を優遇するなどの金融サービスを提供する。地方銀行五十六行による「地銀住宅ローン共同研究会」の第二弾商品となる。
　新サービス「ちばぎん住宅ローン利用者優遇サービス〈ハッピーエブリデー〉」は、同行の住宅ローン利用者なら、無担保住宅ローンなど一部を除き誰でも受けられる。非金融サービスの「クラブオフ」は、福利厚生サービスのリラックス・コミュニケーションズとの提携によるもの。ホテルやリゾート施設の優待や割引サービスを提供する。
　金融サービスは同行独自の特典として加えた。リフォームローンやマイカーローンなど各種ローンに優遇金利を適用。例えばリフォームローンの場合、店頭表示金利から年一・二〇％差し引く。さらに繰り上げ返済用の積立定期預金の預金金利を店頭表示金利に年〇・一％上乗せする。契約後一年経過した積立定期預金の解約金を使って、窓口で百万円以上の繰り上げ返済をする場合に手数料を無料とするサービスも提供する。
　既存の顧客も対象となるため、ダイレクトメールやチラシの作製などで周知を図る。同研究会のうち千葉銀を含む五行が十四日からサービスを始めるが、運用は金融機関により異なる。サービス対象を既存の利用者にまで広げるのは千葉銀だけという。

２．３．４　住宅ローン技術その他

２．３．５　消費性ローン

地デジ移行応援します、上田信金が新型ローン、ＴＶなどの購入費に。

	2008/07/01, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 388文字


　地デジへの切り替えを後押しします――。上田信用金庫（長野県上田市、小林哲哉理事長）は六月三十日、こんな新型ローンを県内で初めて発売した。三年後に迫るテレビの地上デジタル放送への完全移行をにらみ、対応テレビやアンテナ設置にかかる資金を提供する。「地デジ対応に切り替えていない顧客は多い」（業務部）ため需要を見込めると判断した。
　取り扱うのは個人向けの「地デジらくらく移行ローン」。地デジ対応テレビやデジタル録画機器などの購入からアンテナの設置や室内工事まで、地デジ移行に必要な諸費用に使える。融資額は百万円、返済期間は五年を限度とする。金利は変動で三十日現在、保証料込みで年四・三％。
　対象は二十歳以上六十五歳以下で、二年以上勤続するなど一定の条件を満たす個人顧客。上田信金の営業エリアには「地デジへの切り替えをよく知らない高齢の顧客も多く、移行が進んでいない」（同）という。

２．４　政府金融

２．５　フィービジネス戦略

投信資金流入６分の１に、１―６月、株安が影響、個人投資冷え込む。

	2008/07/12, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 　, 481文字


　投資信託への資金流入が細っている。投資信託協会が十一日発表した投信概況によると、だれでも購入できる公募投信の二〇〇八年一―六月の新規資金流入額（購入額から解約・償還額を差し引いた金額）は一兆八千億円で、前年同期（十兆四千億円）の六分の一近くに落ち込んだ。国内外の株式相場の低迷で運用環境が悪化、個人の投資意欲が冷え込んだ。
　公社債投信を除く公募投信を集計した。今年上期の資金流入額は昨年下期と比べても五七％減った。振るわなかったのは株式投信。投信人気を昨年けん引した中国やインドなど新興国株式投信の解約も目立ち、外国株投信は流出超となった。日本株投信は昨年下期に続いて流出超。一―六月を通して資金が流入したのは、主に外国債券で運用する投信だった。
　一―六月の資金流入額は、〇三年七―十二月（一兆八千億円弱）以来の低水準となる。
　六月単月の流入額は二千六百億円で、投信への資金流入がやや回復した五月より四〇％減少した。六月末の純資産残高は六十兆五千九百億円と一年前に比べて一一％減少。前月末比でも三％減った。月次ベースで純資産残高が減少したのは三カ月ぶりになる。

2．6 リスクマネジメント

２．７　ローコスト戦略

２．８　人材・組織戦略

山口銀行、流通センター支店統合。

	2008/07/10, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ａ), 11ページ, 　, 72文字


　■山口銀行　流通センター支店（山口市）を十月にオープン予定の吉敷支店（同）に統合する。流通センター支店のキャッシュコーナーは統合後も継続する。

2．9 チャネル戦略

3 阿波銀が来月、東京に４ヵ所目、法人営業拠点。

	2008/07/05, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 292文字


4 　阿波銀行は八月五日付で東京都板橋区に法人営業を手がける「東京支店東京城北出張所」を開設する。東京や関西を中心に中小企業向けの貸し出し増に力を入れており、拠点数を増やして地域に密着した営業ができる体制を整える。
　新出張所は都営三田線板橋区役所前駅近くのビルにテナントとして入る。店舗面積は八十一平方メートルで、当初は四―五人のスタッフで営業を始める。都内には東京支店（中央区）、蒲田支店（大田区）、江戸川支店（江戸川区）があり、城北出張所は四カ所目の拠点となる。
　阿波銀の二〇〇八年三月期末の貸出金残高は徳島県内向けが前の期末比三％減だったのに対し、関西が五％増、東京も三％増だった。

5 熊本県信用組合、本店営業部、１８時まで。

	2008/07/05, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ａ), 13ページ, 　, 95文字


6 　■熊本県信用組合（熊本市）　三日、本店営業部の営業時間を七日から三時間延長し午後六時までにすると発表した。本店営業部は熊本市の中心部にあり、仕事帰りの住宅ローン相談などへの対応を強化する。

２．１０　情報システム戦略

２．１１　アライアンス戦略

あおぞら銀社長会見、地銀と提携加速、公的資金、自主返済めざす。

	2008/07/03, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 有, 388文字


　あおぞら銀行のフェデリコ・サカサ社長＝写真＝は二日、日本経済新聞のインタビューに対し「地方金融機関との関係強化が成長戦略で最も重要な核になる」と述べ、地方銀行との提携を加速する意向を示した。同行筆頭株主の米ファンド、サーベラスについては海外ネットワークの活用など「戦略的な力になっている」と語り、業務面での相乗効果を強調した。
　サカサ社長は今年二月にあおぞら銀の最高経営責任者（ＣＥＯ）に就任した。同行の事業モデルについてサカサ社長は「（不安定なトレーディング収益などでなく）融資など顧客から得られる利益を継続的に確保する事業モデルに転換していく」と述べた。
　千八百億円残っている公的資金の返済については「（優先株を政府から買い入れて消却するという）明確な方法を示している」と指摘。
　ほかの金融機関による肩代わり返済などではなく、株価上昇による自主返済を目指す考えを示した。

地銀共同開発、ローン第２弾、横浜銀が販売。

	2008/07/10, , 日本経済新聞　地方経済面 (神奈川), 26ページ, 　, 227文字


　横浜銀行は九日、地銀五十六行が参加する「地銀住宅ローン共同研究会」が開発した住宅ローン「〈はまぎん〉ハッピーエブリデー」の取り扱いを十四日から始めると発表した。五月に発売した女性向け住宅ローンに続く、地銀共同開発ローンの第二弾。
　ハッピーエブリデーは金利は通常の住宅ローンと同じだが、ホテルや映画、介護や家事代行サービスなどの割引が受けられる特典を付けたのが特徴。共同研究会は今後、残高の一定割合を社会貢献団体に寄付するローンなどの発売を計画している。

リロＨＤ、地銀５行と提携、ローン契約者にサービス。

	2008/07/10, , 日経産業新聞, 21ページ, 　, 625文字


　福利厚生代行のリロ・ホールディングは九日、横浜銀行など地方銀行五行と提携し、各行の住宅ローン契約者に生活支援サービスを提供すると発表した。契約者が家事代行や引っ越しなどのサービスを割引料金で利用できるようにする。
　提携する地銀は二〇〇八年度中に五十行以上に達する見込み。自行のローンの魅力を高めたい地銀を通じてサービス利用者を増やす。
　まず横浜、千葉、静岡、常陽、八十二の地銀五行の新規契約者に対して十四日からサービスを開始する。リロ子会社のリラックス・コミュニケーションズが契約企業の社員などに提供する福利厚生メニューの一部を地銀の新規契約者が利用できるようにする。
　例えば、引っ越しでは一般の個人が依頼する場合に比べ一〇％以上の割り引きが可能。毎週百室限定で、「勝浦ヒルトップホテル＆レジデンス」（千葉県勝浦市）などのホテルに一泊五百円で宿泊できるなどの特典も用意する。
　住宅ローン市場では郵便局ネットワークを持つ日本郵政グループが五月に参入。危機感を持った地銀五十五行が「地銀住宅ローン共同研究会」を発足させて商品強化を探っていた。今回、同研究会に参加する五行がリロと提携。他の参加銀行も同社と提携する方針。
　リロは地銀各行から収入を得る。サービスの対象となる住宅ローン契約件数は一一年三月までに百万件以上になる見込み。リロはすでに横浜銀行など六行の女性専用住宅ローンの契約者に対して託児所を割引料金で利用できるなどのサービスを提供している。

紀陽銀行、中小機構と業務連携。

	2008/07/11, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ａ), 9ページ, 　, 114文字


　■紀陽銀行　中小企業基盤整備機構近畿支部と業務連携・協力に関する覚書を締結した。取引先を中心とした中小企業支援セミナーの開催、人材育成研修や各種展示会への参加企業の紹介、小規模企業共済、倒産防止共済への加入促進などで協力する。

愛媛銀と政投銀、環境事業で業務協力。

	2008/07/11, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 233文字


　愛媛銀行と日本政策投資銀行は十日、環境事業に関する業務協力協定を結んだ。環境負荷低減に取り組む事業への投資や融資、その他の金融サービスの提供に関して両行が協力する。政投銀は同様の協定を四国の金融機関では百十四銀行とすでに結んでいる。
　両行は四国内の環境事業に関する情報交換を密にし、関連する業界動向や行政・技術に関する情報を共有する。今後の投融資などにつなげる。このほかプロジェクトファイナンスなどの企画立案を進め、四国内で環境事業にかかわる資金ニーズに対応する。

山陰合銀農業専門コンサルと提携。

	2008/07/15, 日本経済新聞　地方経済面 (広島), 23ページ, 　, 312文字


　山陰合同銀行は十四日、農業専門のコンサルティング会社と業務契約を結んだと発表した。同行では農業事業者向け融資に力を入れており、今回の連携で融資先などへのサービスを強化するのが狙い。
　業務契約を結んだのはアグリテクノサポート（島根県出雲市、小豆澤斉代表取締役）。小豆澤氏は島根県農業技術センターに長く勤務していた人物で、今年三月の退職後に同社を設立した。
　今後、山陰合同銀行が農業関連の経営相談や技術支援を行う際、小豆澤氏がアドバイスや援助をする。また、農業に新規参入する企業などへの技術面などでも同氏から助言をもらう予定。
　山陰合同銀行は〇五年から農業事業者向けの専用ローンを始めるなど、農業関連向け融資に力を入れている。

長野―長野銀、事業承継支援サービス（地域金融ダイジェスト）

	2008/07/16, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 95文字


長野銀行は地元会計事務所と提携し、九月にも取引先企業の事業承継に向けたビジネスマッチング業務を始める。同行の取引先は同族経営の中小企業が主体で、事業承継時の相続税対策などの相談が多かった。＠

鹿銀など３行システム共同化、融資ノウハウ高度化。

	2008/07/17, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ａ), 13ページ, 　, 331文字


　鹿児島銀行と十八銀行、山梨中央銀行の三行は十六日、融資業務支援システムの共同利用で基本合意したと発表した。鹿児島銀と十八銀はすでに同システムの共同化を軸にした業務提携を進めており、新たに山梨中央銀をシステム利用者に加えることで融資業務などのノウハウを高度化し、大手地銀に対抗する。
　三行が共同利用する融資業務支援システムは「ＫｅｙＭａｎ（キーマン）」。鹿児島銀行がＩＴコンサル大手のフューチャーシステムコンサルティングと共同開発し、二〇〇二年に稼働した。
　今後、三行は各行の経営陣で構成する「ＫｅｙＭａｎ共同化推進委員会」を設置。共同利用に向けてＫｅｙＭａｎを更新する。新システムは十八銀行が一〇年五月、鹿児島銀行と山梨中央銀行は一一年五月に稼働させる予定だ。

新潟信金が、中小機構と連携、経営支援を強化。

	2008/07/17, 日本経済新聞　地方経済面 (新潟), 22ページ, 　, 106文字


　新潟信用金庫（新潟市、若杉武理事長）は、中小企業基盤整備機構関東支部と業務連携した。同機構から中小企業支援に関する情報提供を受けたり、講演会やセミナーなどを共催したりすることで、貸出先企業の経営支援を強化する。

設備や機械担保で融資、しずおか信金リース会社と提携。

	2008/07/17, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 229文字


　しずおか信用金庫（静岡市）は十六日、取引先企業の設備や機械を担保にした融資制度を始めた。不動産担保や個人保証に依存しない新手法として、取引先の新たな資金需要を掘り起こす狙い。企業にとって資金調達手段が広がり、新規事業を展開しやすくなる。
　機械などの担保価値について評価ノウハウを持つリース会社と提携した。担保となる動産は企業の保有する設備や機械で、リース会社が評価可能な物件。既存の機械だけでなく、新たに購入予定の設備も対象となる。同信金の四十店舗で扱う。

２．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）

北海道地域

道銀、後方業務を集約、データ入力など、営業部隊の負担軽減。

	2008/07/01, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 464文字


　北海道銀行は業務の効率化を加速する。七月一日付の組織改編で事務作業を管理する総合事務部を新設し、その下に融資業務室と市場業務室を置く。部門別に分かれていた後方業務は東札幌にある事務センターに集約。営業店の事務だった不動産担保評価の一部も本店に移す。
　シンジケートローンや流動化に関する文書作成、顧客データの打ち込みといった後方業務は、これまで本店の法人営業部内にあった。今後は事務センターに移管し、新設組織が担う。法人営業部は事務負担の軽減で、支店業務のサポートに注力できるようになる。
　道銀は今年度から新規出店を再開するなど攻めの姿勢を鮮明にしている。事務負担の軽減を受け、支店の職員は提案型営業を強化する。一層の業務効率化でコストを引き下げ、営業面の投資にかかる負担を緩和する狙いもある。
　一方、北洋銀行も後方業務の効率化を進めている。現在、札幌市中央区のシステムセンターにあるコンピューターを、二〇〇九年十二月に完成する豊平区の新施設に移動。三カ所に分散している手形処理などの事務を、中央区の現センターに集約する計画だ。

北海道―北海道銀行、リスク管理のノウハウ提供（地域金融ダイジェスト）

	2008/07/03, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 141文字


北海道銀行は道内の信用金庫や信用組合に対し、有価証券の運用や融資のリスク管理などについての独自のノウハウを提供する。ノウハウの提供を足がかりに、地域の貸し出しシェアが高い信金などとの関係強化を狙う。北海道銀は函館信金と現金輸送業務を共同化するなど、信金・信組との連携を進めている。＠

道銀と農林公庫、協調融資を開始、農家向け最高３５００万円。

	2008/07/03, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 290文字


　北海道銀行は、農林漁業金融公庫北海道支店と農業従事者向けの協調融資を始めた。農林公庫の限度額五百万円の無担保融資「スーパーＬ資金クイック」と、道銀の同三千万円の融資制度「マインドゥ・アグリ」を組み合わせ、最高三千五百万円の融資に対応する。
　商品名は「ミチコちゃん」。「クイック」は審査が一般の融資に比べ半分の二週間程度で済むが、限度額が小さく、高額機械などの購入には使い勝手が良くなかった。農林公庫の与信判断手法と、限度額の大きい道銀の融資制度を一本化し、利便性を高める。
　融資を求める農家を相互に紹介し、農業生産法人など新規顧客の開拓につなげる。協調融資でリスク分散も見込む。

道銀と農林公庫、協調融資を開始、農家向け最高３５００万円。

	2008/07/03, , 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, , 290文字


　北海道銀行は、農林漁業金融公庫北海道支店と農業従事者向けの協調融資を始めた。農林公庫の限度額五百万円の無担保融資「スーパーＬ資金クイック」と、道銀の同三千万円の融資制度「マインドゥ・アグリ」を組み合わせ、最高三千五百万円の融資に対応する。
　商品名は「ミチコちゃん」。「クイック」は審査が一般の融資に比べ半分の二週間程度で済むが、限度額が小さく、高額機械などの購入には使い勝手が良くなかった。農林公庫の与信判断手法と、限度額の大きい道銀の融資制度を一本化し、利便性を高める。
　融資を求める農家を相互に紹介し、農業生産法人など新規顧客の開拓につなげる。協調融資でリスク分散も見込む。

ＣＯ２一部相殺、住宅ローン販売、道銀、月内にも。

	2008/07/04, , 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 222文字


　北海道銀行は、購入した住宅から出る二酸化炭素（ＣＯ２）の一部を相殺できる住宅ローンの販売を月内にも始める。利用者が専用の環境配慮型住宅ローンに申し込むと、標準家庭の年間排出量の四分の一にあたる一トン分の排出量を減らしたことになる。
　道銀は同じほくほくフィナンシャルグループの北陸銀行と共同で、クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）と呼ぶ温暖化ガス削減の取り組みで韓国が得た排出量一千トンを購入。ローン利用者の先着一千人に提供する。詳細は今後詰める。

信金「第三分野」に注力、医療やがん保険、規制少ない利点を活用、融資伸び悩み補う。

	2008/07/10, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 有, 1267文字


　道内の信用金庫が、がん保険など「第三分野」と呼ばれる保険の販売を強化し始めた。二十四ある信金のうち、留萌や苫小牧など十七信金が販売を始めたり、準備を進めたりしている。銀行に比べ営業活動の規制が少ない信金独自の特例措置などを活用。地域経済の疲弊で融資が伸び悩むなか、投資信託より安定的な販売が見込める保険を新たな収益源に育てる。
　留萌信金は四月から、アメリカンファミリー生命保険（アフラック）の医療保険とがん保険の販売を始めた。「ニーズがあるので外回りや店頭で積極的に勧誘している」（業務推進部）といい、これまでに申し込みベースで二百四十件の契約を獲得した。七月末までに六百六十件の獲得を目指している。
　苫小牧信金も四月二十一日からがん保険の販売を開始。約百件の契約を取り付けた。投信販売をしていない函館でも販売を始めた。空知信金は今月十六日、従来の三商品に加え、損害保険ジャパンの医療保険「健康のお守り」を道内金融機関として初めて売り出す。品ぞろえを強化することで地銀に対抗する。
　一方、旭川信金は十月一日から第三分野商品の取り扱いを始める。外回りを担当する約七十五人が既存顧客などを回り、がん保険二種類を売り込む。現在、研修など詰めの準備に入っている。
　金融機関の保険販売では、融資担当者と保険の販売担当者を分けたり、融資している企業の従業員規模によって保険販売ができなくなる「弊害防止措置」という規制がある。ただ、協同組織の信金ではこれらの規制が緩やかになる特例が適用される。
　道内の信金は長引く経済の停滞で融資が伸び悩み、ここ数年は手数料収入の見込める投信販売に力を入れてきた。だが投信の販売は株式市場の動向に左右される度合いが大きく、昨夏以降の市場の動揺を受け、販売額が落ち込んでいる。各信金は地域密着営業の強みも生かし、保険販売を伸ばしたい考えだ。
　信金の攻勢に対し、北洋銀行は七月から、本店営業部と資産運用の専門店舗「札幌駅前コンサルティングプラザ」で、がん保険と毎月払いの医療保険の販売を始め品ぞろえを拡充。終身医療保険と終身介護保険は三月から取り扱っており、三十五支店を含む販売実績は六月末時点で二十件弱、約一億円にのぼる。
　北海道銀行は六月から道内二十六店舗で販売を開始。まだ成約は数件にとどまるが、販売状況を見ながら、将来は全店での販売を検討する。
　八月にはイオン銀行が札幌市東区のイオン苗穂ショッピングセンター内に道内一号店を出し、第三分野保険の販売にも乗り出す構え。金融機関同士の販売競争はさらに激化しそうだ。
　▼第三分野保険商品　生命保険、損害保険以外の医療保険やがん保険、介護保険を指す。二〇〇七年十二月に金融機関窓口での保険商品の販売が全面解禁されたことに伴い、銀行や信用金庫でも販売できるようになった。信金では解禁前後に上部団体の信金中央金庫が各信金に商品の紹介などをしており、販売に乗り出す信金の増加につながったとみられる。

地元業者工事で優遇、大地みらい信金根室、釧路対象に、住宅ローン。

	2008/07/11, , 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 317文字


　大地みらい信用金庫（根室市、北村信人理事長）は住宅ローンの優遇金利条件を追加した。営業地盤である根室、釧路地域に本社のある建築会社に新築・増改築工事を発注した顧客を対象に、金利を年〇・一％引き下げる。「地域経済の活性化を支援していく」（業務統括本部）狙い。
　商品名は「住宅ローン夢プラン」。二〇〇七年に発売した最長三十五年固定金利型の期間特約型ローンで、条件により基準金利から最大で年一・五％優遇していた。
　地元建築会社を使う条件のほか、しんきん保証基金の保証条件も追加した。同基金の保証を受ければ、さらに年〇・一％金利が下がるため、最大年一・七％の引き下げが可能になる。
　担保差し入れ条件も緩和して借りやすくし、融資の拡大を狙う。

動産担保融資広がる、道内金融機関０７年度前年度の４倍、２４億円。

	2008/07/11, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 491文字


　道内の金融機関が動産担保融資（ＡＢＬ）を増やしている。北海道財務局のまとめによると、二〇〇七年度の道内金融機関の融資実績は十八件、二十四億円となり、〇六年度から件数で六倍、金額で四倍となった。取り扱う金融機関が増えたことで一次産業や食品加工業で活用が広がっている。担保となる商品も肉牛や野菜、海産物、ワインなど幅広い。
　ＡＢＬは生産物を販売先など流通経路を含めて評価することで、時間の経過で商品価値がなくなる農産物や海産物を担保にした融資もできるようにする。〇六年度は三件、六億円だったが、〇七年度は北海道銀行や大地みらい信用金庫などが新たに融資を実行した。
　北洋銀行は〇七年度までの累計実施件数が七件、金額が二十億円弱となった。同銀は〇六年に全国で初めて小松菜を担保としたＡＢＬを道内の農家を対象に実行。〇七年度には水産加工品や肉牛、乳牛を担保にした融資も実行した。今年度も五件を目標とする。
　北海道銀行と北海信用金庫、小樽信用金庫は〇七年九月、北海道ワイン（小樽市）に対して、ワインを担保とした協調融資型のＡＢＬ契約を結んだ。商工中金が主幹事となり、三億円の資金枠を設定した。

東北地域

秋田―秋田銀、首都圏で協調融資強化（地域金融ダイジェスト）

	2008/07/04, , 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 154文字


秋田銀行は首都圏の企業を対象にした協調融資を強化する。東京支店の営業や審査の担当者を増員。二〇〇八年三月末で六百八十四億円だった同融資の残高を一〇年三月末には一・七倍の千二百億円に増やす方針だ。地盤の秋田県は人口減や景気低迷で新規貸出先を見つけるのが難しくなっており、首都圏での融資拡大で収益向上を目指す。＠

三井住友銀・宮城県が連携、七十七銀加え協定、企業誘致など取引網を活用。

	2008/07/11, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 607文字


　宮城県と三井住友銀行、七十七銀行は十日、同県への企業誘致や産業育成に向け連携することで基本合意した。同県ではトヨタ自動車グループなどの生産拠点の新設計画が相次ぎ、関連企業の誘致などを通じて生産や雇用を拡大することが課題になっていた。メガバンクの全国的な取引網を生かし、誘致活動を加速する。
　三者は来週初めにも「産業振興に関する協定」を結ぶ。メガバンクが地方の自治体とこうした協定を結ぶのは珍しい。
　宮城県ではトヨタ自動車東北のエンジン生産開始（二〇一〇年）、パナソニックＥＶエナジーの新工場建設（同）など拠点の新設計画が目白押し。県はこうした中核拠点に続き、関連下請け企業の取り込みも目指す。
　同県は〇六年度で約八兆五千七百億円の県内総生産を十兆円に増やす目標を掲げる。高速道路や港湾などインフラの整備を急いでおり、東北他県からの人口流入で労働力は豊富だ。
　三井住友銀はトヨタや松下電器産業の主力取引行。グループ企業との関係も深く、協定に基づき、地元の七十七銀と連携して宮城県の産業誘致計画を紹介したり、金融面で進出を支援したりする。県が期待する外資系企業の誘致にも協力する一方、県内企業の海外展開を手助けする。
　同行は関東・関西には分厚い拠点網を持つが、全都道府県に支店を持つみずほフィナンシャルグループに比べて地方は手薄だった。宮城県を「重点県」と位置付け、地元自治体や地銀との連携強化で取引拡大につなげる。

青森―みちのく銀、店舗網を再構築（地域金融ダイジェスト）

	2008/07/12, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 204文字


みちのく銀行は収益力の強化に向けて店舗網を再構築する。一つの支店で法人・個人のいずれの取引も担当する現在のフルバンキングの体制を見直し、店舗数が多い青森市などで支店を個人専門店に衣替えしたり、店舗の統廃合を進めたりする。北海道函館市では二〇一五年度の北海道新幹線開通をにらんで、店舗を増やす。

北都銀・斉藤頭取に聞く、経営改革で収益高める、統合へ行内の士気向上。

	2008/07/17, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 有, 1497文字


　北都銀行が二年後の荘内銀行との統合へ向け、経営改革に乗り出した。組織や店舗体制の見直し、コスト削減などによって収益を改善し、若手行員の登用などで行内の士気を高める戦略だ。六月に就任した斉藤永吉頭取に改革の道筋や今後の展開などを聞いた。
　――就任当日に営業、経営統括の両本部を設け、組織を改革した。
　「経営統合を成功させるためには一プラス一が二ではいけない。三なり四なりにしないと。そのためには統合までに両行が経営体質を強化することだと思う。経営体質の強化とは営業力と経営管理の強化だ」
　――五年後のコア業務粗利益を二百億円とし、コスト減によって利益を増やす計画を立てた。
　「（銀行の収入に当たる）業務粗利益は黙っていれば下がる。地域経済が疲弊しているし、住宅着工件数もそんなに上がっていない。経営統合で競争力が高まっても現状維持じゃないか」
　「団塊の世代でこの五年間に退職する行員が結構多い。（世代の）入れ替わりでかなり人件費が減る。営業店の新端末の償却も五年後に終わる。ほかに経営統合で本部機能がいっしょになる効果でコストが減り、（もうけを表す）コア業務純益が飛躍的に伸びる」
　――取引先に統合で従来の柔軟な融資姿勢が変わるとの見方がある。
　「顧客が必要な時に必要な資金やサービスを提供する課題解決型営業の基本は一切変わらない。人にやさしい我々のＤＮＡもなくさない。統合によって経営体力がつくので、今まで以上にサービスやコンサルティング機能を強くしていきたい」
　――若手には将来を不安がる行員もいる。
　「若い人を登用できるように人事制度・管理を見直している。例えば資格ごとに最低在年数の制度があったが、今回取り外した。支店長は今まで四十代初めでないとなれなかったが、今後は三十代も出てくる」
　「統合を成功させるためには従業員、特に若手のモチベーションを上げるのが一番必要だ。ブロックごとに若手行員を二十人から三十人くらい集め、車座で私が直接話をする会合を始めた。九月までに全部で三百人から四百人と語りあう」
　――二行以外の持ち株会社への参加は。
　「できれば入ってもらいたいという期待はある。統合する二〇一〇年四月の前に、互いにうまくやっているという形が見えてくれば、手をあげてくれると思う。そのためにも主導権争いに走ってはいけない」
　――本店は仙台か東京という情報がある。
　「秋田とか鶴岡にこだわらない方がいい。どうしても色が出てくる」
　――荘内銀同様の委員会設置会社の考えは。
　「持ち株会社がそうなれば我々もそうなる」
　「経営統合という節目の時に（頭取の）大役を仰せつかった。身の引き締まる思い」。株主らを対象にした十一日の経営方針説明会で、緊張した様子で語った。早くから次期頭取の有力候補と見られていたが、統合実現に向けた改革の手腕を見込まれて登板した。
　就任後初の支店長会議では「前例打破」と「原点回帰」を強調。「保守的で引っ込み思案の文化を変える」と行風の変革も訴えた。一方で七月から行員とネットで直接対話する「頭取かわら版」を開設し、決意と気配りの両面を見せる。
　改革では不採算店の統合や、成長エリアの支店への人員の傾斜配置といった措置もとる考えだ。「統合までの二年間で体質改善を完全に終わらせる」と自ら定めた目標へ向け、スピードと決断が迫られる。
　さいとう・えいきち　１９５０年生まれ。秋田県湯沢市出身。７５年中央大法卒、羽後銀行（現北都銀行）入行。２００２年取締役。０４年常務。０６年専務。荘内銀行との経営統合で加賀谷武夫前頭取を助け交渉の指揮にあたった。趣味はスポーツ観戦。

青森銀行、カードローン金利下げ。

	2008/07/19, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 　, 89文字


　■青森銀行　八月十一日からカードローン「あおぎんツインカード」の基準金利を一一％から九％に引き下げるほか、優遇金利制度を廃止する。新規の顧客のほか、現在契約している顧客も対象。

山形銀行、芝電化の私募債受託。

	2008/07/19, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 112文字


　■山形銀行　十八日、プラスチック金型設計・製作の芝電化（山形県酒田市、平井美沙社長）が同日付で発行した私募債三千万円を全額引き受けた。中小企業特定社債保証制度を利用した無担保社債で、期間は五年。調達資金は運転資金に充てる。

秋田の金融、再編進む――統合準備、カギは対話（東奔北走）

	2008/07/19, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 有, 1465文字


　秋田県で再編を決めた金融機関が準備を加速している。荘内銀行と経営統合する北都銀行は七月初旬、両行の事業戦略や経営方針を共有化するための「共同戦略会議」を事実上スタート。羽後（由利本荘市）、秋田ふれあい（大仙市）の両信用金庫も合併の具体化へ協議を始めた。再編の成功のカギはコミュニケーションとみて、各金融機関とも対話重視の姿勢を鮮明にしている。
　十八日、秋田ふれあい信金の木村邦男理事長ら幹部が羽後信金本店を訪れ、第一回の合併準備委員会を開いた。委員は両信金から八人ずつの計十六人。委員長の工藤利昭・羽後信金理事が議事進行役を務め、監査、総務企画、融資、業務の四部会の設置を決定。各部会は協議事項の優先順位などを話し合った。
　「来年二月の臨時総代会までに資産査定を終え、役員と総代を決めなければならない」（羽後信金の伊東冨男理事長）
　「よく話し合い、決めたことを順次実行する。まず定款の内容を定め、人員の再配置や看板はその後」（木村理事長）
　準備委員会は月一回程度で開催。部会は随時開いてシステムで用いるコード番号や給与水準の調整、組織を何部構成にするかなど細部を詰める。来年七月の合併へ「話し合いを急ぐ」（伊東理事長）考えだ。
　北都銀行が十七日、横手市で開いた株主向けの経営方針説明会。「必ず相乗効果がある」――。山形県鶴岡市に本店のある荘内銀行の国井英夫頭取は経営統合の意義を訴えた。両行は今回のＩＲ（投資家向け広報）で相互にトップが出向く手法を採用。この日は国井頭取の秋田県での“デビュー”となった。
　説明会では北都銀の斉藤永吉頭取が各店の機能を明確にする店舗改革で、荘内銀が得意とするインストアブランチ（店内店舗）設置を検討していると表明。国井頭取は取引先企業の新販路開拓などを支援する北都銀の商談システムを「私どもも進めたい」と応じた。
　両行の経営統合のメドは二年後だが、すでに「経営会議のような幹部の会合を週一回くらいやっている」（斉藤頭取）。会合では投資信託を共同で販売し、両行が販売額を競うことや合同の支店長研修などがテーマに上っているという。
　八月に正式に発足する共同戦略会議は持ち株会社の概要などを話し合う。これを先取りする形で開いた今月三日の会議では、営業戦略や審査、信用リスクなど十前後の部会を設けることも示し合わせた。部会は部長以下の行員で構成し、現場の交流も始まっている。
　両行が協議を加速するのは「統合効果を先取りする」（斉藤頭取）ためだ。効果を内外に示し、「東北を代表する金融グループをつくって、他の金融機関にも仲間に入ってもらう」（国井頭取）狙いもある。
　一方、県内のライバルの間でも再編を見据えた準備が進んでいる。
　その一つは資金シフトだ。荘内銀の資金支援で再編の主導権をとられ、北都銀の姿勢や風土がいずれ変わるとみて、取引先が預金を別の金融機関に預け替えたり、借り入れを一部移す動きがあるという。「公には言えないが、実はビジネスチャンス」と打ち明ける金融機関幹部もいる。
　信金業界でも秋田ふれあいの木村理事長は「法人や個人に大きな変化はないだろうが、（本店が移ることで）自治体の資金がなくなるかもしれない」と心配する。
　経営体力の強化やノウハウの移転を警戒する声もある。北都銀の取引先に、荘内銀が得意とする投信をすでに販売したという情報も飛び交っており、投信の商品や販売体制の見直しを検討する動きが出ている。

秋田の金融、再編進む――統合準備、カギは対話（東奔北走）

	2008/07/19, , 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 有, 1465文字


　秋田県で再編を決めた金融機関が準備を加速している。荘内銀行と経営統合する北都銀行は七月初旬、両行の事業戦略や経営方針を共有化するための「共同戦略会議」を事実上スタート。羽後（由利本荘市）、秋田ふれあい（大仙市）の両信用金庫も合併の具体化へ協議を始めた。再編の成功のカギはコミュニケーションとみて、各金融機関とも対話重視の姿勢を鮮明にしている。
　十八日、秋田ふれあい信金の木村邦男理事長ら幹部が羽後信金本店を訪れ、第一回の合併準備委員会を開いた。委員は両信金から八人ずつの計十六人。委員長の工藤利昭・羽後信金理事が議事進行役を務め、監査、総務企画、融資、業務の四部会の設置を決定。各部会は協議事項の優先順位などを話し合った。
　「来年二月の臨時総代会までに資産査定を終え、役員と総代を決めなければならない」（羽後信金の伊東冨男理事長）
　「よく話し合い、決めたことを順次実行する。まず定款の内容を定め、人員の再配置や看板はその後」（木村理事長）
　準備委員会は月一回程度で開催。部会は随時開いてシステムで用いるコード番号や給与水準の調整、組織を何部構成にするかなど細部を詰める。来年七月の合併へ「話し合いを急ぐ」（伊東理事長）考えだ。
　北都銀行が十七日、横手市で開いた株主向けの経営方針説明会。「必ず相乗効果がある」――。山形県鶴岡市に本店のある荘内銀行の国井英夫頭取は経営統合の意義を訴えた。両行は今回のＩＲ（投資家向け広報）で相互にトップが出向く手法を採用。この日は国井頭取の秋田県での“デビュー”となった。
　説明会では北都銀の斉藤永吉頭取が各店の機能を明確にする店舗改革で、荘内銀が得意とするインストアブランチ（店内店舗）設置を検討していると表明。国井頭取は取引先企業の新販路開拓などを支援する北都銀の商談システムを「私どもも進めたい」と応じた。
　両行の経営統合のメドは二年後だが、すでに「経営会議のような幹部の会合を週一回くらいやっている」（斉藤頭取）。会合では投資信託を共同で販売し、両行が販売額を競うことや合同の支店長研修などがテーマに上っているという。
　八月に正式に発足する共同戦略会議は持ち株会社の概要などを話し合う。これを先取りする形で開いた今月三日の会議では、営業戦略や審査、信用リスクなど十前後の部会を設けることも示し合わせた。部会は部長以下の行員で構成し、現場の交流も始まっている。
　両行が協議を加速するのは「統合効果を先取りする」（斉藤頭取）ためだ。効果を内外に示し、「東北を代表する金融グループをつくって、他の金融機関にも仲間に入ってもらう」（国井頭取）狙いもある。
　一方、県内のライバルの間でも再編を見据えた準備が進んでいる。
　その一つは資金シフトだ。荘内銀の資金支援で再編の主導権をとられ、北都銀の姿勢や風土がいずれ変わるとみて、取引先が預金を別の金融機関に預け替えたり、借り入れを一部移す動きがあるという。「公には言えないが、実はビジネスチャンス」と打ち明ける金融機関幹部もいる。
　信金業界でも秋田ふれあいの木村理事長は「法人や個人に大きな変化はないだろうが、（本店が移ることで）自治体の資金がなくなるかもしれない」と心配する。
　経営体力の強化やノウハウの移転を警戒する声もある。北都銀の取引先に、荘内銀が得意とする投信をすでに販売したという情報も飛び交っており、投信の商品や販売体制の見直しを検討する動きが出ている。

関東地域
県内農業向け融資伸びる、千葉銀、小口で顧客開拓、銚子信金、実行額２億円に。

	2008/07/11, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 有, 1089文字


　県内金融機関による農業向け融資がじわり伸びている。千葉銀行が二〇〇七年八月に取り扱いを始めた農業者向け融資商品の実行金額は累計で約一億円に迫った。銚子信用金庫（銚子市、岩瀬喜克理事長）でも、〇四年九月に取り扱いを始めた同種の融資商品の実行額が二億円近くに達している。企業の設備投資向け資金需要が伸び悩む中、各金融機関とも全国有数の農産物の産地である県内農家の顧客開拓に力を入れ始めている。
　千葉銀行が手掛ける「ちばぎんビジネスローン・アグリ」は融資上限が五百万円以内の小口融資だ。農業向け融資は農林漁業金融公庫と農業協同組合（農協）が強い分野だが、小口融資の取り扱いは少ない。
　同行はそのすき間をついて、小口融資で顧客を開拓。これまでに融資実行件数が約二十件、金額が約一億円になった。同商品を利用した匝瑳市の農家は「無担保で素早く資金が手に入ることが決め手となった」と語る。
　農業者との接点作りにも積極的に取り組んでいる。今年三月、幕張メッセ（千葉市）で行われた食の商談会「フーデックスジャパン２００８」に地方銀行として初めて参加。複数の地銀が共同で開催する国内外の商談会にも加わる。取引のある生産者と流通関連企業を結びつけることで販路拡大などの実績が出てきており、同行の融資拡大にもつながっている。
　同行の農業向け融資残高は〇七年九月末で約百億円と貸出金全体の中でではわずかに過ぎない。ただ取引関係を築くことで土地の有効活用の提案や遺言・信託業務などの新たな取引に発展する可能性もある。同行では農業向け融資を重要テーマの一つに設定。営業店が有望な取引先が見つけ次第、本部に相談、支援を求める体制を整えた。
　銚子信金も昨年十月に無担保融資枠を三百万円から五百万円に引き上げた農業者向けローン商品「みのり」の融資を順調に伸ばしている。六月末までの実行件数は九十四件、実行金額は一億八千万円に達した。足元の六月だけでも八件で計二千二百万円の実行があったといい「確実に資金需要がある」（営業推進部）と言う。
　同信金は五月、農業向け融資の拡大に千葉県農業信用基金協会（千葉市、林茂壽会長）と債務保証契約を結んだ。担保を設定しづらい農業向け融資の課題に対応したもの。同協会の債務保証を付けることで、同信金は資金の回収リスクを抑えながら融資拡大に取り組める。同じ銚子市に本店を構える銚子商工信用組合（植田久夫理事長）も、農業者向け金融のノウハウ確保に農林公庫や基金協会との契約交渉を進めているという。

原材料高騰受け、特別融資を開始、利根郡信金。

	2008/07/16, 日本経済新聞　地方経済面 (群馬), 43ページ, 　, 226文字


　利根郡信用金庫（群馬県沼田市、峯川卓美理事長）は十五日、原油や原材料価格の高騰に苦しむ中小企業・個人事業主を対象にした特別融資「ニューサポート」の取り扱いを始めた。融資限度額は五百万円以内で、群馬県信用保証協会の保証付きなら固定で年利三％以上、それ以外は三・五％以上とする。十月末まで取り扱う。
　ガソリン価格が高騰しているほか、鉄骨や飼料など多くの原材料が値上がりしている。建設業を中心に中小・零細企業の倒産が増えており、地域経済への影響を緩和する。

あおぞら銀と融資拡大、協調融資や動産担保提携軸に手法多様化、茨城銀。

	2008/07/18, 日本経済新聞　地方経済面 (茨城), 41ページ, 　, 866文字


　茨城銀行はあおぞら銀行と提携し、協調融資（シンジケートローン）や動産担保融資（ＡＢＬ）など手法を多様化しながら融資攻勢を強める。今春、加工冷凍食品を担保にしたＡＢＬを実施したのに続き、今月中をメドに二行で三十二億円のシンジケートローンを実行する。茨城県内では限られた資金需要を巡って、銀行間の貸し出し競争が激しさを増している。茨城銀は融資手法の多様化で、貸出金の増加や手数料収入の確保を狙う。
　茨城銀は〇七年三月、あおぞら銀と不良債権処理の促進で提携。共同で中小企業専門の再生ファンドを設立している。不良債権処理がヤマ場を越えたことから、提携の主軸をシンジケートローンやＡＢＬの活用に移した。
　今回実施するシンジケートローンは、県内の医療機関の設備資金が対象。総額三十二億円のうち、茨城銀が二十二億円、あおぞら銀が十億円を融資する。融資条件などをまとめた財務制限条項（コベナンツ）は、ノウハウを持つあおぞら銀が作成した。茨城銀がシンジケートローンの組成に携わるのは二度目。
　ＡＢＬは県内の加工食品業者向けに実施した。担保は冷凍庫に保管したゴボウやホウレンソウなどの加工食品。野菜の仕入れ資金として、茨城銀が一億五千万円を上限とした融資枠を設定した。茨城銀にとってＡＢＬの実行は初めて。あおぞら銀からＡＢＬに関するノウハウの提供を受けた。
　土地や建物の担保と異なり、冷凍庫にある加工食品全体を担保にしたのが特徴。月日によって加工食品の在庫量は増減するため、担保価値の評価が難しい。茨城銀は毎月、第三者が調べた在庫データを受け取ることで、担保価値の増減を把握できる仕組みを取り入れた。今年度中をメドに、工作機械などを担保にしたＡＢＬを実行する予定だ。
　茨城銀は融資手法の多様化で、不動産担保が不足する企業への融資や、単独では困難な多額の融資実行を目指す。シンジケートローンの組成に携わることで手数料収入も確保できる。あおぞら銀にとっても茨城銀との提携は、シンジケートローンなどをきっかけに地方企業との取引拡大が見込めるメリットがある。

がんと医療保険拡充、佐野信金、２２日から販売。

	2008/07/19, 日本経済新聞　地方経済面 (栃木), 42ページ, 　, 210文字


　佐野信用金庫（栃木県佐野市、太田哲夫理事長）は二十二日からがん保険と医療保険を取り扱う。既に販売している個人年金保険や終身保険に加えて第三分野の保険商品も扱うことで「顧客のライフサイクルに合わせた商品を提供したい」（業務部）考えだ。
　取り扱うのはアメリカンファミリー生命保険のがん保険「がん保険ｆ（フォルテ）」と同社の医療保険「ＥＶＥＲ（エヴァー）」、三井住友海上きらめき生命保険の「きらめき新医療保険」の二社三商品。

甲信越地域
保険販売を本格化、専門部署設置今秋から医療も、長野信金。

	2008/07/12, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 499文字


　長野信用金庫（長野市、原徹爾理事長）は保険商品の販売を本格化する。六月に発売したがん保険に続き、今秋から医療保険を扱う。保険や投資信託を担当する専門部署も設置した。県内経済の低迷で主力の法人向け融資は伸び悩んでいる。投信より手数料が大きく、安定した販売が見込める保険に力を入れて収益拡大を目指す。
　四月に「保険証券推進課」を設けた。保険と投信の担当者を二人ずつ配置し、職員の教育や営業店支援を担当する。六月に全国信用金庫協会（東京・中央）が企画したがん保険を発売しており、九月以降に同じく医療保険の信金統一商品を売り出す予定だ。
　店頭での販売に加え、渉外担当者も保険を販売する。渉外担当者が集金業務などを通じて培った「顧客との距離の近さを生かす」（業務部）ためだ。商品の内容や顧客への説明方法についての研修は随時、実施していく。
　保険は「保障機能をもち、相場の影響も受けにくいので需要が大きい」（同）とみて強化に乗り出す。同金庫がこれまで扱っていた保険は住宅ローン関連の火災保険と貯蓄性の個人年金保険の二種類。昨年十二月の保険窓販の全面解禁を受け、医療・がん・介護など第三分野の商品拡充も進める。

県内金融機関、テコ入れ始動、サービス面充実。

	2008/07/19, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 391文字


　個人向け融資の減速を打開しようと、県内金融機関はテコ入れに動き出した。ただ県内では「金利競争が厳しく、さらなる利下げは難しい」との声が大半。サービス面での充実策が目立つ。
　八十二銀行は十四日から、住宅ローンの新規契約者がホテルや旅行を割安で利用できる会員制のサービスを始めた。ローンの返済期間中に出産、育児、介護で長期休暇をとる利用者向けには、元金を据え置き、利息の支払いだけで済むサービスを導入した。
　長野県労働金庫（長野市）は四月から、組合員を対象に住宅ローン利用時に払う保証料を撤廃した。飯田信用金庫（飯田市）は六月、名古熊支店（同）に個人向け融資の専門拠点を開設。土日も営業し、各種ローンの相談に応じる。
　住宅以外では、長野銀行が低公害車などの購入に金利を優遇するローンを二十二日発売する。上田信金は六月に地上デジタル放送への移行に伴う資金を融資する独自ローンを発売した。

県内個人向け融資、１５年で初のマイナス、８金融機関５月末、住宅・車向け不振。

	2008/07/19, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 有, 726文字


　長野県内で住宅ローンなどの個人向け融資が減速している。日銀によると、県内八金融機関の五月末の個人向け融資残高は前年同月比で〇・〇三％減少。一九九三年四月に統計を取り始めてから十五年間で初のマイナスとなった。住宅着工の減少や自動車販売の不振が響いた。長期の低迷が続く法人向けに加え、順調に伸びてきた個人向けにも急ブレーキがかかる構図で、各機関はテコ入れに必死だ。
　日銀松本支店が県内二行と六信用金庫の合計値を算出した。法人向け融資が七年前から前年を割り込んでいる。これに対し個人向け融資は十五年にわたり、前年同月比プラスを保ってきた。
　その構図に変化をもたらした主因は全体の九割近くを占める住宅ローンの不振だ。県内では新規住宅着工件数が十六カ月連続で減るなど、住宅市況の低迷が深刻。長期金利の上昇に伴い、「四月ごろから住宅ローン金利の引き上げが目立ち始めた」（日銀松本支店）ことも伸び悩みの一因だ。
　八十二銀行の〇八年三月末の住宅ローン残高は〇七年三月末から三・四％増えたものの、「〇七年度後半から弱含みの状態が続いている」（個人部）。飯田信用金庫（飯田市）の六月末残高は三月末から〇・六％減ったほか、上田信用金庫（上田市）も同じく二・八％減った。
　住宅以外では自動車ローンの苦戦が目立つ。不透明な景気を映して新車販売が低調なうえ、買い替え周期も自動車の性能向上などで長期化しているためだ。松本信用金庫（松本市）の自動車ローンの六月末残高は三月末に比べ約四％減少した。「原油高で自動車の購入を控える動きはこれから顕著になる」（八十二銀）と、一層の減少を懸念する声は多い。

県内個人向け融資、１５年で初のマイナス、８金融機関５月末、住宅・車向け不振。

	2008/07/19, , 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 有, 726文字


　長野県内で住宅ローンなどの個人向け融資が減速している。日銀によると、県内八金融機関の五月末の個人向け融資残高は前年同月比で〇・〇三％減少。一九九三年四月に統計を取り始めてから十五年間で初のマイナスとなった。住宅着工の減少や自動車販売の不振が響いた。長期の低迷が続く法人向けに加え、順調に伸びてきた個人向けにも急ブレーキがかかる構図で、各機関はテコ入れに必死だ。
　日銀松本支店が県内二行と六信用金庫の合計値を算出した。法人向け融資が七年前から前年を割り込んでいる。これに対し個人向け融資は十五年にわたり、前年同月比プラスを保ってきた。
　その構図に変化をもたらした主因は全体の九割近くを占める住宅ローンの不振だ。県内では新規住宅着工件数が十六カ月連続で減るなど、住宅市況の低迷が深刻。長期金利の上昇に伴い、「四月ごろから住宅ローン金利の引き上げが目立ち始めた」（日銀松本支店）ことも伸び悩みの一因だ。
　八十二銀行の〇八年三月末の住宅ローン残高は〇七年三月末から三・四％増えたものの、「〇七年度後半から弱含みの状態が続いている」（個人部）。飯田信用金庫（飯田市）の六月末残高は三月末から〇・六％減ったほか、上田信用金庫（上田市）も同じく二・八％減った。
　住宅以外では自動車ローンの苦戦が目立つ。不透明な景気を映して新車販売が低調なうえ、買い替え周期も自動車の性能向上などで長期化しているためだ。松本信用金庫（松本市）の自動車ローンの六月末残高は三月末に比べ約四％減少した。「原油高で自動車の購入を控える動きはこれから顕著になる」（八十二銀）と、一層の減少を懸念する声は多い。

北陸地域
北陸銀の住宅ローン環境配慮住宅の金利優遇。

	2008/07/04, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 393文字


　北陸銀行は三日、温暖化ガス排出量を抑える設計の住宅購入者向けに、「カーボンオフセット付き環境配慮型住宅ローン」を近く商品化すると発表した。ローン利用を通じて一定の排出量を国に譲渡し、住宅の温暖化ガス排出量を相殺する仕組み。主要国首脳会議（洞爺湖サミット）開幕に合わせ、地球環境保護への参加意識を促す。
　対象となるのは、オール電化や太陽光発電、エコ給湯など環境に配慮した設計や構造を持つ住宅の購入者。借入額に応じて一世帯につき排出量一トン、あるいは五百キログラムといった「寄与度」を確認できる。先着千件程度の申し込みを受け付け、〇・一％の金利優遇も受けられる。商品の詳細を現在、詰めている。
　北陸銀は温暖化対策から排出量の購入を希望する企業に対し、提携先のみずほ信託銀行に仲介するサービスも併せて七日から始める。購入できるのは信託銀が小口化した排出量の受益権で、販売単位は一千トン以上。

東海地域

設備や機械担保で融資、しずおか信金、リース会社と提携。

	2008/07/17, , 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, , 229文字


　しずおか信用金庫（静岡市）は十六日、取引先企業の設備や機械を担保にした融資制度を始めた。不動産担保や個人保証に依存しない新手法として、取引先の新たな資金需要を掘り起こす狙い。企業にとって資金調達手段が広がり、新規事業を展開しやすくなる。
　機械などの担保価値について評価ノウハウを持つリース会社と提携した。担保となる動産は企業の保有する設備や機械で、リース会社が評価可能な物件。既存の機械だけでなく、新たに購入予定の設備も対象となる。同信金の四十店舗で扱う。

近畿地域

南都銀、大阪・今橋に中核営業部。

	2008/07/01, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 　, 142文字


　南都銀行は三十日、大阪市中央区今橋に新たな営業店舗「大阪中央営業部」をオープンした。大阪を重点戦略地域とする同行の中核拠点。植野康夫頭取は記者会見で「奈良本店営業部と並ぶ位置付け。大阪は奈良同様、地元だ」と述べ、府内貸出金残高を二〇一三年度末に一兆円とほぼ倍増させる目標を強調した。

但馬銀、芦屋・西宮に新店、阪神間で営業体制強化。

	2008/07/19, 日本経済新聞　地方経済面 (兵庫), 46ページ, 　, 413文字


　但馬銀行（兵庫県豊岡市）は阪神地域の営業体制強化に乗り出す。現在阪神間には支店を十店舗持つが、芦屋市と西宮市に新店舗計二店を相次ぎ開設する。同行は兵庫県北部を地盤としているが、富裕層が多く市場規模が大きい阪神間の強化で事業拡大を図る。
　ＪＲ芦屋駅の北側に十月、芦屋北支店を開設。阪急苦楽園口駅近くに十二月、苦楽園支店（仮称）を開設する。両店舗とも人員は十人弱でスタートする予定。投資信託や住宅ローンなどで個人客中心に開拓する計画。
　芦屋市内への進出は初めて。西宮市にはＪＲ西宮駅前、阪急西宮北口駅前、阪急甲陽園駅前の三店舗を持つ。新店舗と既存店舗で同地域のネットワークを強化し、新規開拓のほか既存顧客の利便性も高める。
　但馬銀行は現在、兵庫県内を中心に七十四店舗持つ。地盤の但馬地域では大規模な成長が見込めないなか、臨海部への進出を加速。二〇〇七年五月には〇一年以来六年ぶりの新規出店として、尼崎市に武庫之荘支店を開設した。

中国地域
山口―ワイエム証券、銀行に出店加速（地域金融ダイジェスト）

	2008/07/18, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 152文字


山口フィナンシャルグループ（ＦＧ）と東海東京証券が共同出資で設立したワイエム証券（山口県下関市）は、山口銀行など銀行の店舗内への出店を加速する。二〇〇八年度に広島、山口県内で九店を新たに出店する計画。仕組み債などの販売を強化し、預かり資産残高を〇九年三月末に今年六月末比で約三倍の一千億円に引き上げる。＠

四国地域

四国銀行、大同ゴムのエコ債受託。

	2008/07/19, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 90文字


　■四国銀行　工業用ゴムホース製造の大同ゴム（香川県丸亀市）が十八日発行した私募債「絆（きずな）の森エコ債」五千万円を引き受けたと発表した。期間は二年。大同ゴムは事業資金に充てる。

九州地域

「民間の経営戦略支援」、豊岡九州財務局長が会見。

	2008/07/10, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ａ), 13ページ, 有, 395文字


　九州財務局の豊岡俊彦局長は九日、着任の記者会見を開き「フットワークでネットワークをつくり、民間と知恵を出し合いながら地元経済に貢献したい」と抱負を語った。同局が管轄する熊本、鹿児島、大分、宮崎の四県の金融機関については「県境を越えた再編も民間主導で進んだ。各機関を経営戦略の観点で見たい」とした。
　管内経済の振興についても「金融機関だけでなく大学などとも情報交換し、業種の思わぬ組み合わせから新しい産業創出を考えたい」と意欲を見せた。「管内で得た情報を局内などに迅速に伝えて共有したい」とも述べ、積極的な情報の収集や開示を通じてアイデアを生み出す考えだ。
　金融機関に対しては「（金融商品の）品ぞろえなどの多様性が利便性向上や競争には必要」と指摘。行政の姿勢として「秩序維持やリスク管理など守るべき点を継続しながら、民間の経営戦略が発揮されるようにしたい」と述べた。

大分銀、１０月から、県内代理店を支店に統合。

	2008/07/11, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ａ), 13ページ, 　, 138文字


　大分銀行は預金の出し入れや送金など銀行業務の一部を手掛ける大分県内に四つある代理店を、十月から来年三月にかけて所轄の支店に順次統合する。代理店は大分銀が業務委託契約を結んでいる店舗で、各店三人の従業員がいるが、業務を効率化するのが狙い。これに伴い、大分銀の代理店はなくなる。

福岡キャピタル、事業承継ファンド設立、福岡銀など出資、地域情報を活用。

	2008/07/11, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 614文字


　ファンド運営を手掛ける福岡キャピタルパートナーズ（福岡市、長田先雄社長）と日本プライベートエクイティ（東京・千代田、法田真一社長）は十日、九州の中堅・中小企業を対象とした事業承継専門の投資ファンドを設立したと発表した。福岡銀行や宮崎銀行など地域金融機関も出資、独自技術など強みを持ちながら後継者問題に悩む企業を支援する。
　名称は「九州・リレーションシップ１号投資事業有限責任組合」で、ファンド規模は三十億円。中小企業基盤整備機構や日本アジア投資、福岡中央銀行、福岡ひびき信用金庫（北九州市）も出資する。
　後継者探しや多額の資金が必要な株式継承に悩み廃業する中小企業は多い。同ファンドは対象企業に出資して経営権を取得、経営者や役員を派遣する手法を基本とする。
　三―五年かけて事業を強化して同業他社や多角化を目指す企業への売却、株式上場などを目指す。第一号案件として今夏にも中小のメーカーに出資する。
　出資する金融機関は自らの取引先をファンドに紹介。派遣する経営陣の人選や、売却先の企業探しにもかかわる。福岡銀は「これまで仲介したＭ＆Ａ（合併・買収）のうち八割は九州の企業同士」といい、地域でのネットワークを生かす。
　日本プライベートエクイティはベンチャーキャピタルの日本アジア投資の子会社で、運営するファンドで中小十二社に出資し五社を株式上場などに導いた実績がある。地域情報に通じた福岡キャピタルパートナーズとの補完関係を狙う。

大分―大分銀、４分野に重点融資（地域金融ダイジェスト）

	2008/07/12, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 132文字


大分銀行は船舶、医療、農業、自動車を重要四分野として法人向け融資に力を入れる。専門知識を持つ行員を配置し、融資先へのアドバイスや、取引先の仲介などをする。二〇〇七年度の四分野の新規融資額は計約百四十三億円だったが、五年後の一二年度には二百八十億円に増やす計画だ。＠

親和銀行、５カ所の店舗統廃合。

	2008/07/19, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 102文字


　■親和銀行　十八日、九月から十一月にかけて、長崎県内で松浦市や新上五島町など計五カ所の店舗を統廃合すると発表した。今回の統廃合により、同県内の出張所を含む店舗は九十店となり、全体の店舗数は百二店になる。

肥後銀行頭取小栗宏夫氏――合併・提携より単独路線（トーク）

	2008/07/23, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 有, 249文字


　▽…「お客様起点の営業体制を確立します」と強調するのは肥後銀行の小栗宏夫頭取。二十二日に地元の熊本市で顧客向け会社説明会を開催し、「お客様のニーズをくみ取り、問題解決につなげて双方向の関係を強化したい」と語った。
　▽…説明会では不良債権比率の低さや自己資本比率の高さなど財務の健全性を訴え、「当行を引き続き利用してほしい」と呼びかけた。会場からは大手銀行との合併・提携の可能性や株価対策の質問も出たが、「単独路線は変えず、中期経営計画に沿って着実に収益を上げることで評価を高めたい」と答えていた。

総合

２．１３　グローバル戦略

商工中金、加工肉を担保に融資、県内初、信州ハムに２億円。

	2008/07/08, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 270文字


　商工組合中央金庫は七日、食品加工業の信州ハム（長野県上田市、中村幸男社長）に対し、同社製の無添加ハムやソーセージを担保に二億円のコミットメントライン（融資枠）を設定したと発表した。金融機関が加工肉を担保に融資するのは県内初という。
　同社が販売する無添加のハムやソーセージブランド「グリーンマーク」が主な担保対象。無添加商品は「消費者の健康志向の高まりを背景に売り上げが伸びている」（商工中金長野支店）ため、担保価値があると判断した。融資期間は一年間。
　信州ハムは加工肉や総菜などの製造販売を手がける。資金は豚肉などの原材料調達費に充てる。

大阪―大阪東信金、タイ進出企業支援（地域金融ダイジェスト）

	2008/07/16, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 159文字


大阪東信用金庫（大阪府八尾市）は取引先企業のタイ進出を支援する。十月に取引先の三十社程度とともにタイを視察。日系企業の工場見学や現地経済に関するセミナーなどを通じて、取引先企業のタイ進出の可能性を探る。＠
＠記事は会員制サイト「日経ネットＰＬＵＳ」

２．１４　財務（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）
３　メガバンク

３．１　貨幣取引，資金調達

３．２　企業金融戦略

３．３　個人金融戦略

３．４　政府金融

３．５　フィービジネス戦略（投資銀行業務もここ）

３．６　リスクマネジメント

３．７　ローコスト戦略

３．８　人材・組織戦略

３．９　チャネル戦略

３．１０　情報システム戦略

３．１１　アライアンス戦略

３．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）

３．１３　グローバル戦略

邦銀協調融資、外国企業向け大幅増、三井住友など、米ＩＢＭに５００億円。

	2008/07/01, , 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 　, 724文字


　邦銀が外国企業向けの協調融資を大幅に伸ばしている。三井住友銀行は三十日、地銀など十四行と米ＩＢＭ向けに五百億円の融資をまとめた。ＩＢＭが日本で協調融資を受けるのは初めて。メガバンク他行も米英企業向けの融資を主導した。米住宅ローン問題の余波で欧米銀が融資に慎重になる半面、財務基盤が相対的に安定している邦銀が攻勢に出た格好だ。
　外国企業向けの協調融資は、米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題が広がった昨年後半から増加が目立つ。調査会社トムソン・ロイターによると、二〇〇七年の協調融資額は二兆四百七十億円で、案件数も三十八件と、いずれも過去最高となった。
　〇七年には日興コーディアルグループを完全子会社化した米シティグループ向け融資が一件で一兆四千五百億円近くと突出していた。それを除いても約六千億円と〇六年の三倍近い規模になる。〇八年も六月までで約四千四百億円と高水準で推移している。
　欧米市場では金融不安の影響で、企業が資金調達の際に金利などで不利な条件を提示されるケースが増えている。日本の金融市場は相対的に安定しており、外国企業でも確実な資金計画が立てやすくなっている。ＩＢＭはこれまで日本で円建て外債（サムライ債）を発行した実績があるが、協調融資で資金の調達手段を広げる狙いとみられる。
　三菱東京ＵＦＪ銀行は二月、英電力ガス大手、ナショナル・グリッドの米子会社向けに七十五億円の協調融資を取りまとめた。みずほコーポレート銀行も米制御機器メーカー、ジョンソン・コントロールズなどで主幹事を務めた。国内の融資が伸び悩む邦銀は外国企業向けの融資拡大に期待している。信用力が国内企業と同程度でも高めの金利で貸し出せるという。

みずほコーポ銀、シンガポールでフルバンク免許。

	2008/07/16, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 162文字


　【シンガポール＝野間潔】みずほコーポレート銀行は十五日、シンガポール金融通貨庁（ＭＡＳ）からフルバンク免許を取得したと発表した。同行シンガポール支店はこれまでホールセール（大口取引）バンク免許だった。二十五万シンガポールドル（約千九百万円）未満の小口定期預金を扱えるほか、船舶融資やプロジェクトファイナンスなどを拡大する。

３．１４　財務戦略（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）

４．１　非銀行金融機関

４．２　外国金融機関
富裕層向け金融、欧州勢が攻勢、クレディ・スイス参入、「資産１０億円」対象。

	2008/07/11, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 1262文字


　スイスの大手金融グループ、クレディ・スイスは年内にも富裕層向け金融事業に参入する。対象とするのは十億円以上の金融資産を持つ個人。同事業では豊富な金融ノウハウを売り物に欧州勢が日本でのシェアを拡大している。大手銀や証券も富裕層の取り込みを強化しており、競争が一段と激しくなりそうだ。
　富裕層向けの金融事業はプライベートバンキング（ＰＢ）と呼ばれている。外資系は米国のサブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱で投資銀行業務の収益が落ち込むなか、安定的な手数料が期待できるＰＢに力を入れている。
　野村総合研究所によると、日本で一億円以上の金融資産を持つ富裕層は八十六万五千世帯、五億円以上でも五万二千世帯に上る。ＰＢは欧米の富裕層の間で普及しているが、日本での認知度はまだ低く、成長市場とみられている。
　クレディ・スイスは上場企業やオーナー経営者といった「超富裕層」に的を絞る。株式や債券、不動産などの商品を提供するだけでなく、事業・資産継承の分野でも助言する。
　同社はＰＢを中核事業と位置付けており、世界の顧客数は約二百五十万人、預かり資産は約百兆円に上る。日本ではクレディ・スイス銀行東京支店とクレディ・スイス証券がＰＢを手掛ける。金融庁への登録を終えた段階で業務を始める。東京以外にも拠点を置くことも検討する。
　日本のＰＢで老舗は一九九六年に参入した香港上海銀行で、三億円以上の金融資産の保有者が対象。二〇一〇年末までに預かり資産を一兆円規模に積み上げる。二億円以上を対象にするＵＢＳは東京だけでなく、大阪や名古屋にも拠点を置き、幅広く顧客の獲得を目指している。
　国内のメガバンクグループも同事業を強化し始めた。
　みずほフィナンシャルグループは「みずほプライベートウェルスマネジメント」を設立。三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループと米メリルリンチの合弁会社である「三菱ＵＦＪメリルリンチＰＢ証券」も一億円以上を対象にしたＰＢ事業を展開している。営業担当者をこれまでの百五十人から百七十人まで増やした。
　大手証券では野村証券が七月に個人営業体制を改正。富裕層向け営業を強化するため、ほぼ全支店に「ファイナンシャル・コンサルティング課」と「ウェルス・マネジメント課」を配置。前者が金融資産数千万―数億円程度、後者が数十億円程度の顧客を対象とし、幅広い需要に対応することを目指している。
　大和証券は富裕層向けの主力商品である投資一任サービス（ＳＭＡ）で、最低投資単位が二億円の富裕層向け取引コースの取り扱いを始めた。
　▼プライベートバンキング（ＰＢ）　数億円以上の金融資産を持つ富裕層を対象に資産の運用・管理などのきめ細かなサービスを提供して手数料を受け取る金融業務のこと。顧客ごとに専任の担当者が付き、節税や相続問題から子どもの教育を含めた人生設計まで幅広く相談に応じる。
　スイスなど欧州が発祥で、資産運用力で優位に立つ外資系金融機関が先行している。ここ数年はメガバンクや大手証券会社なども戦略分野として力を入れている。

以上
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